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9Ⅰ　は じ め に
　今日，組織をマネジメントする人材の育成がま
すます重要になっている。IT 技術の導入に伴い，
それぞれの部署が行う業務の専門性が増し，また
高度化している。一方では，従業員の国籍・価値
観・雇用形態などの多様性も増している。そのた
め，専門性が高く，背景の異なる多様な人材を 1
つにまとめるリーダーを育成していくことは，重
要な経営課題の 1 つである。
　このような問題に取り組むのが人的資源管理論
や組織行動論で取り組まれてきたリーダーシップ
開発論である。人的資源管理論では伝統的にキャ
リア開発を，組織行動論ではリーダーシップを研
究対象として扱ってきた。2 つの研究領域は，組
織の視点と従業員の視点からリーダーシップを発
揮する人材の育成に関する知見を蓄積してきたと
も言い換えられる。本研究では，組織行動論で蓄
積されてきた個人の視点に注目しながら，リー
ダーシップ開発の問題について検討を行う。
　ところで，リーダーシップ開発を巡る企業の取
り組みは年々活発になり，早期のリーダー育成，
早期のリーダーシップ開発に注目が集まっている。
早期のリーダーシップ開発が求められる理由は，
上記の組織視点と従業員視点の 2 つの立場から考
えることができる。前者からは，将来の経営人材
をなるべく早くに選抜して英才教育を施したいと
いう理由が考えられる。企業のトップの育成にか
かるコストの面からも早期の育成とその結果を通
じた早期の再選抜が求められている。後者からは，
管理職になってリーダーシップを発揮することが
求められるのであれば，早期から準備を行いたい
という理由が考えられる。従業員がはじめて管理
職になる時には，従業員は大きな戸惑いと困難に
直面することが指摘されている（元山，2008）。そ
のため管理職になる前に，リーダーシップ開発を
行うことは，従業員のキャリア発達を助けること
にもなるだろう。
　しかしながら，これまで取り組まれてきたリー
ダーシップ開発の先行研究は，ミドル層以上を対
象としており，キャリア初期の従業員のリーダー
シップ開発に注目した研究はほとんど行われてい
ない。従業員のキャリア開発に関する取り組みは，
そのキャリア初期から行われているにもかかわら
ず，リーダーシップ開発とは関連して検討されて
こなかった。組織で働く従業員が，そのキャリア
の発達に伴ってリーダーシップを発揮することが
求められるのであれば，早期からのリーダーシッ
プ開発の取り組みを行うことは組織側にとっても，
従業員側にとっても重要な問題であるといえるだ
ろう。
　本研究の目的は，キャリア初期の従業員のリー
ダーシップ開発を捉えるために，既存研究の枠組
みを拡張し，今後の検討課題を提示することであ
る。そのために，従業員自身の自発的なリーダー
シップ開発の視点にも注目する。以下では，先行
研究の検討を通じてリーダーシップ開発を捉える
分析枠組みを提示する。その上で提示した枠組み
に基づきながら関連研究をレビューし，リーダー
シップ開発の 2 段階モデルを提示する。最後に，
本研究をまとめ，その意義と今後の検討課題を提
示する。
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Ⅱ　先行研究のレビューと分析枠組みの提示
1　リーダーシップ研究からリーダーシップ開発研
究へ
　リーダーシップ研究は，古くから組織行動論に
おいて検討されてきた。ただし初期のリーダー
シップ研究では，リーダーシップそのものの性質
を明らかにすることに関心が注がれた。はじめは，
高い業績をもたらすリーダーの行動に注目したア
プローチが蓄積された（たとえば三隅，1984）。そ
の後は，リーダーとフォロワーの関係性や組織構
造といった状況要因に関心を広げ，高い業績をも
たらすリーダーシップ行動は状況によって異なる
と考えられるようになった（たとえば Fiedler, 
1967）。
　そして，近年のリーダーシップ研究では，リー
ダーシップをどのように開発するのかに注目する
ようになった（古野，2001）。日本におけるリー
ダーシップ開発研究の歴史は，1970 年代まで㴑る。
三隅・藤田（1971）は，PM 理論に基づいたリー
ダーシップ開発の介入プログラムを提示した。ま
た関・高岡・三隅・三角（1992）は，小売業の企
業に対する一連の介入を通じて，部下評定のリー
ダーシップ得点が上昇する，あるいはリーダー
シップ・スタイルに変化があったという成果のほ
か，従業員の定着率や経常利益といった客観指標
に対しても正の効果が見られたことを報告してい
る。
　また，2000 年以降は米国の McCall（1998）に
代表される CCL（Center for Creative Leadership）
の枠組みに基づいた調査研究が日本国内でも蓄積
され始めた。近年，最も学術的な研究蓄積が多い
のは，ここで主張された経験を通じた学習に注目
するアプローチであろう。このアプローチでは，
組織は，従業員に対してどのような経験を付与し
ているのか，また，それらを通じて従業員がどの
ような教訓を見出したのかに注目した丹念な質的
調査を行ってきた（関西経済連合会，2001；リク
ルートワークス研究所，2001；谷口，2006）。
2　リーダーシップを開発する 2つの主体
　リーダーシップ開発に注目する際に議論すべき
1 つ目の論点は，リーダーシップ開発を行う主体
は誰なのかというものである。2000年以降のリー
ダーシップ開発は，その開発主体として組織に注
目することが多かった。すなわち組織的施策や研
修の結果，従業員のリーダーシップが開発される
という立場から研究が蓄積されてきた。守島・島
貫・西村・坂爪（2006）は，事業経営者が経験し
てきたキャリア上の仕事に注目し，どのような時
期にどのような経験を付与することが事業経営者
としての能力形成を効率的にするのかについて検
討している。また谷口（2006）は，特定の 1 社に
おける調査を通じて従業員の学習がどういった経
験からもたらされているのかについて，体系的か
つ詳細な調査を行っている。谷口の研究では，人
事異動などの組織施策が，従業員の学習に大きく
影響を与えていることを示している。このような
研究成果は，人材の配置や育成といった人的資源
管理の主要機能，具体的にはジョブ・ローテー
ションやキャリア・ラダーの設計といった人事施
策設計へと応用されることになる。
　しかしながら一方で，本研究ではリーダーシッ
プ開発論を組織行動論で取り組まれてきたリー
ダーシップ論の最先端領域として捉えている。こ
のような立場からは，リーダーシップの開発主体
として従業員にも注目する必要がある。すなわち
リーダーシップ開発に対して個人がどのような働
きかけを行うことができるのかという問題である。
いうまでもなくリーダーシップ開発は，組織的施
策のみからもたらされるものではない。片岡
（2010）は，仕事経験を通じて個人が見出すリー
ダーシップの持論（実践理論）の存在に注目し，
その変容について複数回のインタビューを通じて
記述している。たとえ仕事経験を与えられても，
その経験を有効に活用できない従業員もいる。経
験からの実践理論を抽出した片岡の研究は，経験
を与えられるだけでなく，経験から主体的に学び
を引き出す従業員の側にこそ，大きな役割を見い
出しているともいえる。
　このように，リーダーシップ開発は，組織が従
業員のリーダーシップを開発するという側面と，
従業員がリーダーシップを（主体的に）開発する
という 2 つの側面がある。先行研究の多くは，個
人が主体的にリーダーシップ開発を行う側面に十
分に注目してこなかったといえる。しかしながら
11
立教ビジネスレビュー　第 5号（2012）　9-17
本研究が注目するキャリア初期のリーダーシップ
開発に関しては，組織が多くの従業員に対して効
果的に関わることが難しい。なぜなら，人材育成
の予算が限られるなかで，育成する対象を限定せ
ざるをえないからである。また，あまりに早期に
選抜することは残りの従業員のモティベーション
に悪い影響をもたらすとも考えられる。そこで初
期のキャリア・ステージにある従業員のリーダー
シップ開発に関しては，従業員自身の働きかけに
注目した上で，その効果や限界を検討する方が合
理的であると考えられる。
3　影響力開発としてのリーダーシップ開発
　リーダーシップ開発研究で検討されるべきもう
一つの論点は，開発される対象である。リーダー
シップ開発で開発される対象は，いうまでもなく
リーダーシップである。ただしリーダーシップと
は何なのかという定義の問題はそれほど単純では
ない。たとえば Bass and Bass（2008）において
リーダーシップは，集団目標の達成に向けてなさ
れる集団の諸活動に影響を与えるプロセスと定義
されている。また Yukl（2002）は，リーダーシッ
プは，フォロワーとリーダーの間に生じる相互影
響過程であるとする。リーダーシップやリーダー
シップ開発の先行研究では，これらの定義に基づ
き特定の人物が対外的にもたらす影響力に注目す
ることが多かった。
　しかしながら，変革をもたらすリーダーシップ
に注目すると，必要とされる影響力は対外的影響
力のみとは限らない。たとえば Kotter（1982）は，
リーダーシップに以下の 3 つの特徴を見出してい
る。第 1 にアジェンダ設定，第 2 にネットワーク
構築，第 3 に実行（ネットワークを通じてアジェン
ダを実施していくこと），である。これらの変革型
リーダーシップの成果が達成されるためには通常
数カ月以上の期間が必要であり，これらの 3 つの
行動を実現に至るまで継続するためには，リー
ダーシップを発揮する本人が実行に向けてモティ
ベーションを保ち，また困難を解消する多様な方
法を模索しながら周囲に働きかける必要がある。
このように考えると，対外的影響力を発揮するた
めには，同時に対内的影響力，すなわち自己調整
力を発揮して動機づけを維持する必要がある。も
ちろんここで注目する対内的な影響力そのものは，
影響力の一形態であり，リーダーシップの概念に
相反するものでもない。
　またリーダーシップ開発の一部の先行研究でも，
対内的影響力を開発することを重要視しはじめて
いる。たとえば金井・守島（2009）は，リーダー
シップ開発の初期段階では，育成対象者自身が社
会に対して信頼しうるものであると認知し，自律
性を確保し，自発性を発揮できるようになること
が課題になりうると主張している。キャリア初期
は，職位や保有している知識や経験量の差，与え
られる職務の自律性といった観点から，対外的な
影響力を発揮することは相対的に難しい。しかし
ながら，ここで述べたように，開発される対象に
対内的影響力も加えるならば，リーダーシップ開
発はキャリア初期から一貫して行われているとみ
なすことが必要になるだろう。
4　リーダーシップ開発を捉える複数の視点
　ここまで述べてきたように，リーダーシップ開
発は複数の論点から再検討することのできる研究
領域である。またリーダーシップ開発は未だ蓄積
の少ない研究領域であるから，特定の視点，特定
のリーダーシップの捉え方に基づいて限定的に扱
われてきた。その結果，リーダーシップ開発を実
際に管理職に就いたミドル層以上を対象とした組
織的施策だけに限定して捉えていた。
　もちろん，本研究が主張する 2 軸内の次元につ
いて，先行研究は自明のこととして扱ってきたと
いう主張もあろう。ただし，その結果として個人
が働きかける次元や対内的影響力の次元はリー
ダーシップ開発の文脈において軽視されてきた。
リーダーシップ開発をキャリア初期からもたらさ
れる継続的な営みであり，また組織と個人の間の
図 1　リーダーシップ開発を捉える枠組み
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相互作用を通じてもたらされるダイナミックなプ
ロセスとして捉え直す際には，これらの次元につ
いてこれまで以上に注目する必要がある。
　そこで，本研究ではリーダーシップ開発をもた
らす主体と開発される対象という 2 つのより広い
観点からリーダーシップ開発を捉え直す枠組みを
提示する（図 1）。リーダーシップ開発をもたらす
主体としては，組織と同時に従業員自身を想定す
る。また，開発される対象としては，対外的影響
力に加えて，その前提となる対内的影響力を想定
する。2000 年以降蓄積されてきたリーダーシッ
プ開発のメインストリームの先行研究は，本節で
提示したマトリクス左上の第 2 象限のみを対象と
してきたといえる。具体的には，リーダーシップ
開発を，組織側の取り組みとして組織施策・研修
を通して行う対外的影響力を開発するものである
と捉えてきた。
　これに対して本研究の主張は，リーダーシップ
開発について，この第 2 象限以外の領域について
も注目するべきであるというものである。とりわ
けキャリア初期の従業員特有の課題として，マト
リクス右下の第４象限に注目することも有効だろ
う。そして，これらの領域について多くの研究知
見を提供してきたのがセルフリーダーシップ研究
（Manz, 1986; Stewart, Courtright and Manz, 2011）で
ある。Manz らの一連の研究は必ずしも本研究の
提示する枠組みを包括的に扱うものではないが，
一定の貢献を有すると考えられる。本研究の以下
では，関連する最新研究も含めて，その主張を概
観していく。
Ⅲ　セルフリーダーシップ研究の概要とそ
の貢献・限界
1　Manz らの研究の概観と概念の整理
　Manz（1986）によって提唱されたセルフリー
ダーシップとは，従業員が業績を達成するように，
従業員自身が自分自身に影響を与える一連のプロ
セスについての統合的パースペクティブである。
今日では，セルフリーダーシップは，具体的な一
連の行動方略や認知方略を用いて自分自身の行動
を統制したり，自分自身に影響を与えたり方向づ
けたりするプロセスであると定義されている
（Neck and Houghton, 2006）。この定義に表れてい
るように，一見するとセルフリーダーシップは自
分以外の他者に対して影響力を行使するプロセス
ではなく，自分自身に対して影響力を行使するプ
ロセスに注目しているように見える。しかしなが
ら，すでに述べたように，対内的影響力はリー
ダーシップと相反する概念ではない。むしろセル
フリーダーシップを開発し，対内的影響力（自己
調整力）を高めることは，対外的影響力をも高め
ることになる。その意味で，セルフリーダーシッ
プ論はリーダーシップ開発論に対する理論的貢献
を多分に含んだ研究蓄積であるといえ，リーダー
シップ開発のメインストリームの研究と架橋する
意義は大きい。
　そこで本研究では，Manz らの一連の研究につ
いて概観し，それぞれの研究領域について整理す
る。
1-1	 セルフマネジメント研究とセルフリーダー
シップ
　はじめにセルフマネジメント研究とセルフリー
ダーシップ研究の関係を整理する。そもそもセル
フリーダーシップ論はセルフマネジメント論を背
景に，その拡大理論として提唱されたものである
（Manz, 1986）。双方の研究では共に従業員が自分
自身をコントロールできる存在であるとみなし，
自分に対して影響を与えるプロセスに注目してい
るという共通点を持っている。ただし，セルフマ
ネジメント研究はその具体的な方略として社会的
学習理論に基づいた自己目標の設定や自己報酬，
自己懲罰，環境の利用に注目している（Manz and 
Sims, 1980）。社会的学習理論に基づくセルフマネ
ジメント研究で重要な概念となるのが，従業員自
身の基準となる目標の存在である。Manz（1986）
は，セルフマネジメントを目標によって喚起され
た「達成すべき」基準との不一致を低減するとい
うプロセスである，と指摘している。
　またセルフマネジメント研究は，研修の効果を
検討する研究として蓄積されてきた。その意味で，
組織側が対内的影響力を開発する側面に注目して
きた研究群といえよう。たとえば Frayne and 
Latham（1987）では，病欠を理由とした欠勤の多
い従業員に対して，人事部から研修に招待する形
で実験参加者が募られ，結果として 40 名が参加
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した。実際の研修では具体的には 8 週間の間，週
1 回セルフマネジメントを促すセッションが実施
された。各セッションは，30 分の 1 対 1 セッショ
ンと 1 時間のグループ・セッションから構成され
ており，1 対 1 セッションはグループ・セッショ
ンに先立って行われた。毎回のセッションでは，
セルフマネジメントそのものの説明や，上述した
具体的な方略についての説明が行われた。8 週間
に及ぶトレーニングの結果，トレーニングを受け
たグループはトレーニングを受けていないグルー
プよりも業績が有意に高くなった。また調査の結
果，トレーニングの成果が業績に結びつくために
は高い自己効力感が必要であることが示された。
この研究プロジェクトにおいては，フォローアッ
プ調査も行われ，6 カ月後と 9 カ月後に実施した
調査においてもその効果が持続されていることが
示された（Latham and Frayne, 1989）。
1-2　セルフリーダーシップ
　セルフリーダーシップ論では，セルフマネジメ
ント研究で注目した目標との差異に端を発して自
分自身の行動調整を行う方略を「行動焦点化方略
（behavior-focused strategy）」と呼び，そのような
方略は自己影響プロセスの一部に過ぎないと指摘
し，「認知焦点化方略」が自己影響プロセスで重
要な働きを示していると主張した（Manz, 1986, 
Manz and Simz, 1989）。認知焦点化方略には，従業
員の抱く思考パターンに注目するアプローチと仕
事そのものが持つ報酬に注目するアプローチが含
まれる。
　認知焦点化方略のうち従業員が抱く思考パター
ンに関する研究は，1990 年代に TSL（Thought 
Self-Leadership）アプローチと呼ばれ，研修の効
果に注目する実証的検討が進んでいる。その意味
ではセルフマネジメント研究と同様，組織が行う
対内的影響力の開発研究と位置づけることができ
よう。近年では，先に指摘した認知焦点化方略を
さらに 2 つに分けて，TSL アプローチを中心とす
る建設的思考パターンに注目する方略と仕事本来
の報酬に注目する方略とを分類することが一般的
である（Neck and Houghton, 2006; Manz and Neck, 
2009）。TSLアプローチでは具体的にはメンタル・
イメージやセルフトークという具体的な方略に注
目し，困難直面時に従業員が機会思考の思考パ
ターンを用いているのかどうかや，事前に失敗し
たケースについて想像しておいたりすることで実
際に困難に直面したケースにおける対処法の効果
が高まるか，などについて検討を行ってきた
（Neck and Manz, 1992）。航空会社の複数の職場に
対するトレーニング場面における介入を伴った研
究では，上記の 2 つの方略がパフォーマンスに正
の影響をもたらすことを示してきた（Neck and 
Manz, 1996）。
　一方，仕事そのものが持つ報酬に注目したアプ
ローチでは，自分の仕事が本来持つ仕事本来の報
酬を増加させるために仕事のやり方や場所に変更
を加える方略を想定する。言い換えると，従業員
が，仕事の進め方を主体的に変更することで，仕
事のやりがいや面白みを増加させようとする方略
である。ここで想定されている仕事本来の報酬に
よって喚起されるのは，Deci（1972）によって提
唱された内発的モティベーションである。活動そ
のものから得られる楽しみ等を除いた明らかな報
酬を受け取らずに，活動を遂行している時，人は
内発的に動機づけられているといわれる。またこ
のような内発的モティベーションは，有能感・自
律・関係性への欲求が喚起された時にもたらされ
る（Deci, 1980）と考えられている。
　仕事本来の報酬に注目する方略は，従業員が主
体的に取り組む側面に注目している。また TSL
とは異なり，扱う職務によっては他者との相互作
用を伴うため，対外的影響力を発揮する必要が生
じる可能性もある。その意味では本研究で提示し
た枠組み（図 1）の右下だけでなく，右上の領域
にも位置づけることができるだろう。ただしこれ
までのところ，仕事そのものが持つ報酬に注目し
た方略は，十分に実証的な検討が行われてきたと
はいえない。
1-3　セルフリーダーシップ論の貢献と限界
　本研究ではセルフリーダーシップ研究を，リー
ダーシップ開発のメインストリームの研究が扱っ
てこなかった側面を扱ってきた研究とみなして，
その主張を整理してきた。ここまで述べてきたよ
うに，セルフマネジメント研究やセルフリーダー
シップ研究の一部は，組織側が働きかけるリー
ダーシップ開発の視点から対内的影響力を開発し
ようとする研修の効果に注目する研究設計を行っ
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てきたといえる。
　一方，仕事本来の報酬に注目する方略では，個
人が対内的影響力だけでなく対外的影響力につい
て主体的に開発していく可能性を指摘したといえ
る。このように組織が仕事を与えたり，研修を
行ったりすることから影響力の開発が行われるの
ではなく，個人が主体的に仕事の進め方に働きか
けることで対内的・対外的な影響力が発揮される
ことを理論的に想定した。このことから，リー
ダーシップ開発が，組織側の取り組みと個人側の
取り組みの相互作用としてもたらされることが具
体的に示されたといえる。
　ただし，セルフリーダーシップ論をリーダー
シップ開発論の観点から捉えなおす場合には限界
もある。すなわち，従業員がセルフリーダーシッ
プの具体的方略を如何にして学ぶのかについては，
明らかにされてこなかった。また，本研究で提示
したとおり，対外的・対内的影響力を個人側と組
織側の取り組みを通じて開発していくとして，そ
れらがどのようにもたらされていくのかについて
も明らかにされていない。そこで以下では個人の
視点からリーダーシップ開発を捉えなおし，リー
ダーシップ開発がどのように生じていくのかにつ
いてのモデルを提示する。
Ⅳ　リーダーシップ開発の 2 段階モデル
　本節では，すでに提示したリーダーシップ開発
を捉える分析枠組みに従いながら，リーダーシッ
プ開発が如何に行われるのかに関するモデルを個
人側の視点から提示する。すなわち従業員がリー
ダーシップ開発を主体的に行うとして，それらを
①　いつ，②　どのような方法で，行うのかについ
て提示する（詳しくは，表 1 参照のこと）。
　本研究では，リーダーシップの開発が 2 つの段
階から成り立つプロセスであるとみなす。一連の
モデルは対内的影響力を行使するという意味での
リーダーシップ開発を主眼とする第 1 ステージ
（キャリア初期）と，対外的影響力を行使するとい
う意味でのリーダーシップ開発を主眼とする第 2
ステージ（キャリア中・後期）から構成される。
　キャリア初期では，主として従業員が対内的影
響力を開発することが目的となる。また従業員は，
フォロワーという立場で職場に参加しながらリー
ダーシップを開発することを想定している。この
時期には対外的影響力を発揮したり，発揮の仕方
を学んだりすることは比較的難しい1。リーダー
役を担ったりする経験が少なかったり，そのため
の専門知識や周囲との信頼関係の蓄積が十分でな
かったりするからである。対内的影響力の開発を
する具体的な方法として，従業員は目標を達成す
るために，自分自身を動機づける必要があるが，
その方法を自分自身の経験を通じて習得していく
ことが求められる。これは特別に研修を行わなく
ても，日常業務の中で与えられた仕事に対して向
き合う中で自発的にもたらされるものである。
　同時に，対内的影響力の開発は，上司が職場で
行っている自己調整（対内的影響力の発揮）をモ
デルにする方法によって行われる。たとえば普段
のコミュニケーションを通じてもたらされる声か
けなども，キャリア初期のリーダーシップ開発に
は一定の影響を与えるものであると考えられてい
る（Manz and Sims, 1989）。リーダーシップ開発の
第 1 段階では，対内的影響力について経験を通じ
た学習を行うことに加えて，対内的影響力と対外
的影響力について観察を通じた学習を行うステー
ジであるといえよう。
　つづくキャリア中・後期は，対内的影響力を発
揮しながら，対外的影響力の習得を主な目的とす
る段階である。この段階では，従業員は管理職や
チームリーダーとなっていることが多いと考えら
れる。その意味では，リーダーシップ開発のメイ
ンストリームが扱ってきた領域ともいえよう。こ
の段階では，第 1 段階よりも多様な方法を通じて
リーダーシップが開発される。たとえば，第 1 段
階では困難だと考えられた対外的影響力について，
経験を通じて学んでいくことができる。実際に部
下を持つ経験をするほか，チャレンジングな仕事
を自ら作り出したり，与えられたりする機会も増
えるであろう。またこれまで以上に多くの他者・
同僚の対外的影響力について観察し，学ぶことが
可能になる。その意味では，第 1 段階で観察を通
じて形成されつつあった対外的影響力の発揮方法
について変更を行ったり，進化させたりする段階
であるともいえるであろう。
　このように本研究では，リーダーシップ開発を
2 つの段階に分けて捉えてきた。リーダーシップ
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開発の 2 段階モデルの第 1 の特徴は，従業員に対
して早い時期からリーダーシップ開発を意識させ
ながら取り組ませることができる点である。他者
に対する影響力の発揮は部下や後輩ができるまで
は，取り組むことが難しい。階層型組織の中で求
められるリーダーシップについては，キャリア初
期で無謀な選抜を行ったり，日々の業務と連関を
見出せないようなリーダーシップ研修を行ったり
するよりは，入社後数年間は他者へのリーダー
シップの発揮を見据えながらも，その上で，基本
編として対内的影響力の習得を課題として取り組
むことが有効であると考えられる。
　また第 2 の特徴は，リーダーシップ開発が社内
の上司 - 部下間，同僚同士の間で相互に影響を与
えることを想定していることである。モデルの中
には，リーダーシップ開発の方法として，自分の
上司や同僚からリーダーシップを学ぶ観察学習が
含まれている。効果的なリーダーシップが社内で
どのように用いられているのかを他者から観察す
ることは自社や自分が働く職場でリーダーシップ
を発揮する際にはきわめて重要になる。なぜなら
自分が実際にリーダーシップを発揮する時に，社
内の状況に適した形で発揮することができるから
である。
Ⅴ　お わ り に
　本研究の目的は，キャリア初期の従業員のリー
ダーシップ開発に注目し，2 つの視点から既存研
究の枠組みを拡張し，今後の検討課題を提示する
ことであった。また提示した枠組みに基づきなが
らセルフリーダーシップ研究のレビューを行った。
さらにここで指摘された問題を解決するために，
リーダーシップ開発の 2 段階モデルを提示した。
　本研究で提示されたリーダーシップ開発を捉え
なおす 2 つの枠組みは，キャリア初期の従業員に
対するリーダーシップ開発を捉え，実践に移す上
で意義がある。すでに繰り返し述べてきたように，
キャリア初期の従業員を対象とするリーダーシッ
プ開発を，組織が個別的に，また効果的に行うこ
とは難しい。対象となる従業員が多く，またそれ
ぞれの従業員が抱える背景も多様であるからであ
る。また，職位や能力の面からも，職場において
対外的影響力を実際に発揮することは難しい。そ
の意味で，開発するリーダーシップの対象や方法
についても限定的にならざるをえない。ただしそ
うであっても，リーダーシップ開発は，早期から，
また一貫した方針の下で行われることが実務上求
められている。このようなジレンマを解決する 1
つの方法として，従業員が自発的に自らのリー
ダーシップ開発に関わり，組織はそういった自発
的なリーダーシップ開発を支援することが考えら
れる。本研究が提示した枠組みは，このような解
決策を実行していく足掛かりになることが期待さ
れる。
　ところで本研究は，リーダーシップ開発研究に
対する新しい理論的枠組みを先行研究に基づいて
提示する試みであった。そのため，今後は本研究
の研究成果に基づいた実証的検討が求められる。
以下では，今後検討が求められる 2 つの論点につ
いて提示する。
　第 1 に，対内的影響力を含めたリーダーシップ
開発が国内企業でどのように行われているのかを
明らかにすることである。はじめに，組織的施策
に注目した上で，企業がどういった取り組みを
行っているのか，質問票調査や聞き取り調査を通
じて大まかな動向を把握することが求められるだ
ろう。また，リーダーシップ開発以外の人事施策
との関連を検討していくことで，組織の戦略と
リーダーシップ開発の関連を検討することが可能
になるだろう。
　第 2 に，キャリア初期の従業員のリーダーシッ
プ開発がどのように行われているのかを明らかに
することである。第 1 の論点と関連するが，これ
は 2 段階モデルの第 1 段階に注目することになる。
その上で，どのような取り組みが行われており，
第 2 段階のリーダーシップ開発と一貫した取り組
みが行われているのか，（あるいは行われていな
いのか）詳しく検討していく必要がある。この点
に関しては，特定の企業内部の個人の視点に注目
したインタビュー調査が重要になってくると考え
表 1　段階別の比較
第 1 段階 第 2 段階
主たる開発対象
個人の立場
方　法
対内影響力
フォロワー
経験による（対内）
観察による（対内・対外）
対外影響力
リーダー
経験による（対内・対外）
観察による（対内・対外）
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られる。いずれによせ，キャリア初期のリーダー
シップ開発に関する研究は，これまで十分な研究
蓄積がない。多様な方法論に基づく研究が今後も
たらされる可能性のある研究領域であるといえよ
う。
注　　　　　　　　　　
1　ただし，キャリア初期であっても他部門との共同プロ
ジェクトチームなどに参加する中で自分の専門知識をい
かしたリーダーシップを発揮することは可能であると考
えられる。本研究では階層型組織の中で発揮される上司
- 部下間におけるリーダーシップを主とした検討対象と
している。ただし，このような他部門との共働を通じた
リーダーシップ開発も今後の有望な研究テーマとなりう
るだろう。
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